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  （百万円未満切捨て）

１．平成28年12月期第２四半期の連結業績（平成28年１月１日～平成28年６月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年12月期第２四半期 6,205 57.7 △454 － △605 － △859 － 

27年12月期第２四半期 3,934 △12.8 △231 － △241 － △70 － 
 
（注）包括利益 28年12月期第２四半期 △1,025 百万円 （－％）   27年12月期第２四半期 △219 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

28年12月期第２四半期 △23.12 － 

27年12月期第２四半期 △1.94 － 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

28年12月期第２四半期 13,928 4,785 16.1 59.81 

27年12月期 16,910 5,670 18.0 83.83 
 
（参考）自己資本 28年12月期第２四半期 2,239 百万円   27年12月期 3,048 百万円 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

27年12月期 - 0.00 - 3.00 3.00 

28年12月期 - 0.00       

28年12月期（予想）     - - - 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

平成28年12月期の期末配当は、未定としております。 

 

３．平成28年12月期の連結業績予想（平成28年１月１日～平成28年12月31日） 

  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 15,480 51.7 411 - 353 - △175 - △4.82 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 

 

 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有 

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無 

③  会計上の見積りの変更                        ：無 

④  修正再表示                                  ：無 

 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年12月期２Ｑ 37,531,500 株 27年12月期 36,847,500 株 

②  期末自己株式数 28年12月期２Ｑ 91,700 株 27年12月期 479,700 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 28年12月期２Ｑ 37,175,641 株 27年12月期２Ｑ 36,315,500 株 

 

 
 

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりま

す。なお、この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想

に関する事項は、「添付資料」7ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（3）連結業績予想などの将来予測情

報に関する説明」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

 文中の将来に関する事項は、当四半期決算発表日現在において当社及び当社グループが判断したものであります。 

（１）経営成績に関する説明

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策の効果もあり、企業収益や雇用情勢の改善等を

背景に緩やかな回復基調が続いている一方で、中国を始めとするアジア新興国や資源国等の経済に弱さがみられてお

り、先行きの不透明感は払拭できない状況にあります。また、６月末には、イギリスが国民投票でＥＵ離脱を決定し

たことに伴い、ヨーロッパを中心とした世界的な景気後退懸念が生じ、先行き不透明な状況で推移いたしました。

 このような状況のもと、当社グループは、今後の更なる成長に向けて、フィンテック(*1)分野を戦略的注力領域と

位置付け、既存金融市場と仮想通貨市場の双方で様々な金融サービスを展開していく予定で、両市場の技術・ナレッ

ジを相互に転用することで、当社グループにしかできないユーザー志向の『次世代金融サービス』を展開していく方

針です。

 ４月には、当社及び株式会社ネクスグループ（以下「ネクスグループ」といいます。）並びに株式会社SJI（以下

「SJI」といいます。）を中心に、株式会社フィスコ・コイン（７月に「株式会社フィスコ仮想通貨取引所」に商号

変更、以下「フィスコ仮想通貨取引所」といいます。）を設立しました。

 本設立は、ビットコインを中心とした仮想通貨の情報、取引所、同システム、金融仲介機能を網羅し、IoTと産業

分野への融合なども含めて、仮想通貨による一気通貫のサービス提供を可能とすることを目的としております。 

 また、当社はテックビューロ株式会社（以下「テックビューロ」といいます。）との業務提携及び同社が第三者割

当増資により発行するＡ種優先株式の一部を引き受けることにつき決議いたしました。 

 本提携により、テックビューロが手

掛ける仮想通貨取引所「Zaif」のシス

テム基盤を当社が提供を受けることに

より、取引所システムの基礎構築が省

略化でき、迅速に仮想通貨取引所シス

テムを立ち上げ・サービス提供を開始

することが可能となりました。

 テックビューロの豊富なビジネス経

験を反映した既存のシステム基盤を活

用しつつ、「フィスコ」の投資家への

圧倒的な知名度とネットワークを活用

することで、競争優位のある取引所の

運営を早期に実現してまいります。  

 ５月には、SJIもテックビューロに出資し、システムの導入にあたって、SJIはカスタマイズの開発に携わることに

よって開発収益を得るとともに、取引所システムのノウハウを獲得する予定です。

 ６月には、フィスコ仮想通貨取引所は、ビットコインによるECサイト決済で株式会社Ｅストアー（以下「Ｅストア

ー」といいます。）と業務提携いたしました。その目的としては、Ｅストアーがショップサーブで提供している決済

機能に、ビットコインによる決済手段を追加いたします。具体的にはSJIがビットコインによるECサイト決済システ

ムを構築し、ショップサーブを利用している約12,500店に当該システムを提供いたします。 

 これにより、ショップサーブの利用者および最終消費者に新たな決済手段を提供することができます。フィスコ仮

想通貨取引所にとっては、最終消費者から受け取ったビットコインをフィスコ仮想通貨取引所に流通させることで、

本取引所の流動性を増加させることが期待できます。また、フィスコ仮想通貨取引所は、テックビューロが手掛ける

ビットコイン取引所「Zaif」のシステム基盤の提供を受けることで、本取引所とZaifの投資家の売買が合算され、さ

らなる流動性の向上を図ってまいります。 
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 一方で、当社の連結子会社であるネクスグループは、６月に株式会社ヴィレッジヴァンガードコーポレーション

（以下「ヴィレッジヴァンガード」といいます。）から同社の連結子会社である株式会社チチカカ（以下、「チチカ

カ」といいます。）の発行済株式の90％を取得すること及びヴィレッジヴァンガードがチチカカに対して有する貸付

債権を平成28年８月１日付で取得し、連結子会社化することを決定いたしました。併せて、チチカカの連結子会社化

に伴い、「アパレル小売業」を新たに開始することといたしました。 

 ネクスグループは、様々な産業分野へのIoTの導入を目指しておりますが、その内のターゲットとしてファッショ

ン事業や飲食事業を検討しておりました。 

 ファッション業界にもIT化の動きが出ており、デバイス機器を利用した店舗在庫の管理や、AR（仮想現実）を利用

した試着サービス、販売データなどをビックデータ化し、AIと組み合わせることで、お客様の好みに合わせたアイテ

ムをレコメンドするサービス、また衣類そのものに導電性の高い繊維やセンサーを組み込んでウェアラブル端末の操

作をしたり、生体データの送信をしたりするなど、様々な展開が考えられます。 

 ネクスグループは、これまで培ったデバイス機器の組み込み技術とアプリケーションサービスを組み合わせること

で、新たなIoTサービスをチチカカと共同開発してまいります。 

 ネクスグループ傘下の各社は、農業ICT事業の生産物の販売などのB to Cに加え、デバイス製品やアプリケーショ

ン等もコンシューマー向け製品の開発および販売を手掛けていく予定であり、その際に、チチカカでの小売業のノウ

ハウと、全国にリアル店舗を持っていることが事業展開において非常に大きな強みとなると考えております。 

 農業ICT事業（NCXX FARM）につきま

しては、圃場の規模を現在の140坪か

ら、総面積1,640坪まで拡大し、農作物

の生産、加工、販売を行う「6次産業化

事業」と、特許農法による「化学的土

壌マネジメント」＋ICTシステムによる

「デジタル管理」のパッケージ販売を

行う「フランチャイズ事業」の事業化

を推進しております。４月には増設し

た圃場において各種ミニトマトの定植

作業を行う一方で、６月には増設ハウ

スで栽培された新品種を含めた各種ミ

ニトマトの収穫、出荷を開始しており

ます。 

 

 

 株式会社ネクス（以下「ネクス」といいます。）では、３月にOBDⅡ型自動テレマティクスデータ収集ユニット

「GX4x0NC」が、Salesforce(*2)上でのアプリケーション開発サービスを行う株式会社フレクトと商用車両、特殊車

両、自動販売機向けをはじめとするM2M／IoTサービスのネットワークに実績を持つコネクシオ株式会社が提供するク

ラウドサービス「Cariot(キャリオット)」(*3)に採用されました。

 

(*1) フィンテック（Fintech)とは、金融（Financial）と技術（Technology)を掛け合わせた造語で、金融とITを融

合させた金融システムの革新的活用を意味します。

(*2) 「Salesforce」とは、株式会社セールスフォース・ドットコムが提供するクラウド型のSFA（営業支援）・CRM

（顧客管理）アプリケーションです。 

(*3) 「Cariot」とは、「Cariot(キャリオット)」＝（“Car（車）”＋“IoT”）は、車両に設置した「GX4x0NC」

を介して、車両の位置、速度、燃費をはじめとする幅広い走行・車両データを取得し、通信によりSalesforceに

つなげることで、走行や車体の情報などの管理を簡易に行えます。また、アプリケーション開発なども簡単に行

うことができ、コネクテッド・カーを容易に実現することができるサービスです。
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 ネクスグループの連結子会社であるSJIは、４月に株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいま

す。）から、特設注意市場銘柄の指定を継続する旨の通知を受領いたしました。８月25日以後に、SJIが内部管理

体制確認書を再提出し、当該確認書に基づいた東京証券取引所の審査を受け、特設注意市場銘柄指定解除の可否が

決定されることとなります。SJIでは、引き続き内部管理体制等の確立に努め、内部統制の整備・構築並びに運用

についても実効性の確保を徹底し、特設注意市場銘柄指定の解除に向け、引き続き全社一丸となって取り組んでま

いります。

 さらに、SJIでは有利子負債の圧縮、金融機関との取引正常化、徹底した経費削減等、様々な財務改善策を着実に

進めると同時に、本格的な成長に向け、業務を推進しております。

 当第２四半期連結累計期間におきましては、従来からの得意分野である金融業界・情報通信業界向け案件が好調に

推移しております。特に情報通信業界向け案件においては、中国でのオフショアを生かした大型開発案件を受注いた

しました。加えて、インターネット通販等の新たな業種からの受注も増加したことにより、売上高に大きく貢献し計

画を上回るペースで進捗しております。営業利益においても、計画を上回るペースで進捗いたしました。

 株式会社ケア・ダイナミクスでは、介護事業者向けASPシステムの提供を行い、既に400以上の介護施設にシステム

の導入実績がありますが、新たに介護ロボットの導入支援や介護ICTの提供などのサービスを開始し「総合介護事業

支援企業」へと進化いたしました。

 介護ロボットの導入支援につきましては、１月、２月にはCYBERDYNE株式会社と共同で、社会福祉法人の施設長が

集まる会合や、導入検討する複数の介護施設に対して、ロボットスーツHAL®のデモンストレーションを実施しまし

た。また、取扱製品も、ロボットスーツHAL®をはじめとした装着型の歩行支援器具や数種類の見守りセンサーの取り

扱いを開始し、バリエーションも増えております。また、一定額以上（20万円超）の介護ロボットを介護保険施設・

事業所へ導入する費用を助成する厚生労働省の「介護ロボット等導入支援特別事業（平成27年度補正予算）」にあわ

せ、積極的なプロモーションを行ったことで、100件を超える施設から、介護ロボット導入のお問い合せをいただい

ております。今後も、様々な種類の介護ロボットの提供や、ウェアラブル端末や通信機器を利用したICTサービスの

提供などを行い、介護事業者の支援を行ってまいります。

 これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は6,205百万円（前年同期比57.7%増）、売上原価は5,106百万

円（前年同期比57.8%増）となりました。売上高及び売上原価は、前年同期に連結していなかったSJIの売上高2,944

百万円及び売上原価2,401百万円が加算されたことが主な要因です。販売費及び一般管理費は、SJIの連結によるのれ

んの償却額の増加もあり、販売費及び一般管理費は1,554百万円（前年同期比66.9%増）となりました。その結果、営

業損失454百万円（前年同期は営業損失231百万円）となり、経常損失は605百万円（前年同期は経常損失241百万円）

となりました。

なお、親会社株主に帰属する四半期純損益は、見積遅延損害金戻入額58百万円及び貸倒引当金戻入額13百万円等

の特別利益90百万円を計上したものの、ネクスグループの受託型開発から開発先行型へと事業転換していることに伴

い発生したデバイス事業の減損の兆候を慎重に検討した結果、減損損失442百万円等の特別損失451百万円をを計上し

たことにより、親会社株主に帰属する四半期純損失859百万円（前年同期は70百万円の親会社株主に帰属する四半期

純損失）となりました。なお、当第２四半期連結累計期間の営業キャッシュ・フローは、116百万円の支出となり、

前期（前年同期は708百万円の支出）と比較して大幅な改善傾向を示しております。これは、内部留保科目である減

価償却費とのれん償却費が426百万円あることに加え、前年同期と比較して、たな卸資産の効率化が図れてきている

ことが主な要因であり、EBITAも改善傾向にあります。

なお、セグメントごとの業績は、次のとおりです。 

① 情報サービス事業 

 個人向けサービスにおいては、「クラブフィスコ」及び株価分析ツール「LaQoo+（ラクープラス）」並びに「マ

ーケット マスターズ」のサービスによる売上高が51百万円（前年同期比149.9%増）と大幅に増収となりました。

 これは、当社のリサーチレポーターとソーシャルレポーター（自ら情報を積極的に発信している個人投資家の中

から、フィスコが「ソーシャルレポーター」として公認した方）のコラボレーションによるレポートが、好評を博

して売上が倍増になったことが主な要因です。ポータルサービスの売上高は、「YAHOO!JAPAN ファイナンス」にお

ける当社のページビュー数が好調を維持・継続したものの、若干微減となる23百万円（前年同期比11.1%減）とな

りました。企業IR支援サービス分野におきましては、フィスコIRに一本化した制作物の受注が好調に推移し、特に

企業調査レポートの受注増により273百万円（前年同期比25.9%増）と増益となりました。

 法人向リアルタイムサービスにおいては、同サービスの市場拡大が見込めないため、収益率を高めつつ他のサー

ビス分野へのリソースシフトを継続しております。その結果、当該売上高は82百万円（前年同期比11.6%減）とな

りました。アウトソーシングサービスにおきましては、既存顧客の一部解約があったものの、新規顧客の獲得によ

り売上高は112百万円（前年同期比1.9%増）となりました。
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 また、当期よりスタートした広告収益を軸とするプラットフォームサービスでは、売上高10百万円を計上してお

ります。 

 この結果、当事業の当第２四半期連結累計期間の売上高は558百万円（前年同期比17.1%増）、セグメント利益は

81百万円（前年同期比276.9%増）となりました。

 

② デバイス事業 

  ネクスでは、M2Mおよびモバイルコンピューティング向けのLTE-USBドングルは、国内での保守サポート体制の充 

実により、引き続き順調に売上が推移しており、下期にかけて受注の増加が期待できます。

  また、新製品のOBDⅡ型データ通信ユニット、GX410NCにつきましては、車両管理のソリューションを提供する法人

や商社など約20社に対して、500台を上回るサンプル導入から、本格受注に向けた商談が進んでおり、下期の売上計

上実現に向け、より一層営業を強化しております。

  業績につきましては、前述した通り予定していた売上は達成しているものの、売上実績が少なく原価および販管費

の固定費分をまかなうことができず、営業損失を計上しておりますが、本業績数値につきましては当期の業績予想に

沿って推移しており、下期にかけては、前述した２製品の売上の進捗と仕入原価の低減策の実施により、営業利益を

確保する予定になっております。

  また、前期より連結子会社化したSJIは、当第２四半期連結累計期間においても売上・利益ともに計画を上回っ 

て推移しており、ネクス・ソリューションズ、ケア・ダイナミクスにつきましても、概ね予定通りに推移しておりま

す。この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は4,805百万円（前期同期比227.3%増）、セグメント損失は204百

万円（前年同期はセグメント損失169百万円）となりました。

 

③ インターネット旅行事業 

 インターネット旅行事業におきましては、６月に訪日外国人向け専用サイトをオープンし、アジアを中心に検索

エンジン対策を実施してまいりました。訪日旅行者数は予想をはるかに上回る勢いで、2015年度は前年比47％増の

1,973万人となり、観光施設の不足が予想されております。

 このような中で、インバウンド向けコンテンツの充実を図るべく、２月には訪日外国人向けのレンタカーサービ

スを開始しました。また、予想されるホテル不足対策として、マンション販売・賃貸事業者と民泊事業における業

務提携に向けた検討開始しました。株式会社ウェブトラベル（以下「ウェブトラベル」といいます。）では、世界

人口の23％と言われるムスリムに注目し、インドネシアやマレーシアを主に検索エンジン対策を行い、専用サイト

への誘導を行っております。

 上記２ヶ国では、２億人強がムスリムと推定されていることから、今後、伸びが期待できる有望なマーケットで

あると考えております。

 ウェブトラベルの「トラベルコンシェルジュ」の登録数も順調に推移して５月末現在で380名となっておりま

す。コンシェルジュの活躍の場も広がりつつあり、昨年７月に開始した株式会社ソウ・ツーとの業務提携に伴い、

５月から８月にかけて、大阪の枚方に新規オープンした蔦屋書店内にあるＴトラベルの旅行カウンターへ渡航先別

専門家の派遣を毎週実施し、専門知識を生かした大阪近郊の集客方法のテストケースとして代官山と同様に、大阪

でもコンシェルジュの活躍の場を広げております。代官山に再びコンシェルジュ派遣を行うなど、今後も同社と協

業の推進を図ってまいります。

 また、「トラベルコンシェルジュ」が中心となり企画した「こだわる人の旅」では、毎月新しい「こだわりの 

旅」を発表しております。３月には、ヨーロッパならではの優雅な楽しみ方として人気の『ヨーロッパの古城ホテ

ルに泊まる』を、４月には、日本の中高年に人気の山歩き『イタリアの自然を歩く』では世界遺産のドロミテ渓谷

を歩く企画を、５月には、映画の撮影が行われた地を巡り、その頃の自分と重ねあう旅『ヨーロッパ映画の舞台を

訪ねて』をリリースいたしました。これからも継続してこだわりの旅をご案内してまいります。

 

 その結果、昨年から続くイスラム国による大都市パリ・フランスでのテロによる影響は、ゆっくりと回復してき

ております。フランスを除くヨーロッパ方面とオーストラリアのハネムーンを中心とした海外旅行事業売上が605

百万円、国内旅行事業売上が54百万円、合計660百万円（前年同期比4.9%減）となり、セグメント損失は６百万円

（前年同期はセグメント利益１百万円）となりました。５月に入りお客様からの見積もり依頼件数は、前年同期比

７％増と回復傾向で、受注件数も前年同期比５％増となっております。ヨーロッパでのテロの影響を懸念する旅行

者がアメリカ・オーストラリアやハワイ方面に旅行先を変更しており、この傾向は今後もしばらく続くものと思わ

れます。
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④ 広告代理業 

 広告代理業における当第２四半期連結累計期間の売上高は、157百万円(前年同期比87.7%減)と大幅に減少いたしま

した。これは前年同期において、株式会社シヤンテイが大型案件の受注による売上分を計上したことによるものであ

ります。セグメント損失は24百万円（前年同期はセグメント利益87百万円）となりました。

 

⑤ コンサルティング事業 

 コンサルティング事業におきましては、株式会社バーサタイルのコンサルティング業務が中心となっております。  

同事業の当第２四半期連結累計期間の売上高は18百万円（前年同期比16.4%減）となり、セグメント損失は11百万円

（前年同期は30百万円のセグメント損失）となりました。

（２）財政状態に関する説明 

① 資産、負債、純資産の状況

 当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比して2,982百万円減少し、13,928百万円

となりました。これは主に、長期貸付金が634百万円増加した一方で、現金及び預金1,184百万円、短期貸付金799

百万円、未収入金688百万円が減少したことによるものであります。

 負債につきましては、前連結会計年度末の負債合計が11,240百万円であったのに対して、当第２四半期連結会計

期間末は9,142百万円となりました。これは主に有利子負債の返済によるもので、短期借入金が369百万円減少した

こと、長期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）が1,345百万円減少したこと等によるものであります。

 純資産につきましては、前連結会計年度末に比して885百万円減少し、4,785百万円となりました。これは主とし

て、当第２四半期連結累計期間において、親会社株主に帰属する四半期純損失859百万円を計上したこと等による

ものであります。

 

 ② キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比し

て1,184百万円減少し、2,302百万円となりました。

なお、当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は116百万円の支出（前年同期は708百万円の支出）となりました。これは主に、売上債権の

減少額537百万円及びのれん償却額367百万円等があった一方で、税金等調整前四半期純損失967百万円及びその他

流動資産の増加額391百万円等があったことによるものであります。

 なお、当第２四半期連結累計期間の営業キャッシュ・フローは、前年同期と比較して大幅な改善傾向を示してお

ります。これは、内部留保科目である減価償却費とのれん償却費が426百万円あることに加え、前年同期と比較し

て、たな卸資産の効率化が図れてきていることが主な要因です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金は270百万円の収入（前年同期は1,719百万円の支出）となりました。これは主に、有形固定資

産の取得による支出122百万円及び投資有価証券の取得による支出149百万円等があったがあった一方で、差入保証金

の回収による収入116百万円及び関係会社株式の売却による収入359百万円等があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金は1,384百万円の支出（前年同期は1,722百万円の収入）となりました。これは主に、長期借

入金の返済による支出1,579百万円及び短期借入金の返済による支出668百万円並びに非支配株主への配当金の支払

額107百万円等があったものの、短期借入れによる収入300百万円及び長期借入れによる収入229百万円並びに非支

配株主からの払込みによる収入106百万円等があったことによるものであります。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

   連結業績予想につきましては、平成28年２月16日付「平成27年12月期決算短信〔日本基準〕（連結）」にて公表し

た連結業績予想から変更はありません。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい 

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」 

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等 

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社 

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし 

て計上する方法に変更しております。

 また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取

得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変

更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を

行っております。

 当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財

務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子 

会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分 

に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取 

得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分 

に記載する方法に変更しております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事 

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か 

ら将来にわたって適用しております。

 この結果、当第２四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純損失は、27,968千円増加しております。また、

第２四半期連結会計期間末の資本剰余金は同額増加しております。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対 

応報告第32号 平成28年６月17日）を当第２四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建 

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 これによる損益に与える影響は軽微であります。

３．継続企業の前提に関する重要事象等

該当事項はありません。
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４．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,542,864 2,358,196 

受取手形及び売掛金 2,617,566 2,048,746 

商品及び製品 39,304 29,767 

仕掛品 680,647 599,000 

原材料及び貯蔵品 10,763 10,546 

前渡金 1,052,393 1,093,381 

短期貸付金 1,250,314 450,684 

未収入金 1,744,191 1,055,978 

繰延税金資産 75,244 76,516 

その他 199,878 165,824 

貸倒引当金 △2,920,246 △1,885,545 

流動資産合計 8,292,922 6,003,096 

固定資産    

有形固定資産    

有形固定資産 1,263,957 1,317,694 

無形固定資産    

のれん 6,607,782 5,797,473 

その他 119,040 133,422 

無形固定資産合計 6,726,823 5,930,895 

投資その他の資産    

投資有価証券 105,566 259,616 

差入保証金 319,383 251,577 

長期貸付金 1,311,663 1,946,270 

長期未収入金 2,655,596 2,474,712 

繰延税金資産 135 481 

その他 33,386 20,274 

貸倒引当金 △3,798,611 △4,276,546 

投資その他の資産合計 627,120 676,386 

固定資産合計 8,617,900 7,924,976 

資産合計 16,910,823 13,928,072 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 697,530 416,430 

短期借入金 703,104 334,017 

1年内返済予定の長期借入金 2,547,607 1,868,999 

未払金 629,338 592,781 

前受金 223,145 337,598 

賞与引当金 153,253 191,741 

引当金 143,000 89,000 

その他 710,849 515,812 

流動負債合計 5,807,829 4,346,381 

固定負債    

転換社債型新株予約権付社債 1,165,000 1,165,000 

長期借入金 4,064,733 3,397,385 

退職給付に係る負債 23,036 23,573 

繰延税金負債 57,575 56,776 

その他 122,146 153,550 

固定負債合計 5,432,492 4,796,286 

負債合計 11,240,321 9,142,667 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,210,579 1,235,945 

資本剰余金 636,276 642,348 

利益剰余金 1,081,038 221,573 

自己株式 △54,151 △10,351 

株主資本合計 2,873,742 2,089,515 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 3,235 4,530 

繰延ヘッジ損益 14 887 

為替換算調整勘定 171,828 144,196 

その他の包括利益累計額合計 175,078 149,613 

新株予約権 78,589 59,204 

非支配株主持分 2,543,092 2,487,071 

純資産合計 5,670,501 4,785,405 

負債純資産合計 16,910,823 13,928,072 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 3,934,286 6,205,699 

売上原価 3,234,883 5,106,221 

売上総利益 699,402 1,099,477 

販売費及び一般管理費 930,997 1,554,204 

営業損失（△） △231,595 △454,727 

営業外収益    

受取利息 9,441 3,164 

為替差益 5,449 － 

受取家賃 4,783 14,896 

その他 22,335 3,035 

営業外収益合計 42,009 21,096 

営業外費用    

支払利息 26,165 111,097 

為替差損 － 29,382 

その他 25,899 31,857 

営業外費用合計 52,064 172,336 

経常損失（△） △241,651 △605,967 

特別利益    

固定資産売却益 － 933 

持分変動利益 67,495 － 

見積遅延損害金戻入額 － 58,586 

貸倒引当金戻入額 － 13,760 

その他 9,153 17,622 

特別利益合計 76,649 90,903 

特別損失    

固定資産売却損 － 3,761 

固定資産除却損 979 25 

投資有価証券評価損 986 876 

減損損失 2,086 442,653 

貸倒損失 － 4,638 

和解金 25,000 － 

特別損失合計 29,052 451,955 

税金等調整前四半期純損失（△） △194,054 △967,018 

法人税、住民税及び事業税 20,869 22,131 

法人税等調整額 △13,418 △1,380 

法人税等合計 7,451 20,750 

四半期純損失（△） △201,505 △987,769 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △131,222 △128,304 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △70,282 △859,464 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純損失（△） △201,505 △987,769 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △10,628 1,242 

繰延ヘッジ損益 － 872 

為替換算調整勘定 △6,974 △39,821 

その他の包括利益合計 △17,603 △37,706 

四半期包括利益 △219,108 △1,025,475 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △87,381 △884,928 

非支配株主に係る四半期包括利益 △131,726 △140,547 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純損失（△） △194,054 △967,018 

減価償却費 33,947 58,364 

のれん償却額 88,183 367,655 

投資有価証券評価損益（△は益） 986 876 

投資有価証券売却損益（△は益） － － 

減損損失 2,086 442,653 

為替差損益（△は益）   17,421 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △84,449 △13,812 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △30,407 537 

賞与引当金の増減額（△は減少） 57,727 38,487 

その他の引当金の増減額（△は減少） △18,000 △4,000 

受取利息及び受取配当金 △9,579 △3,356 

支払利息 26,165 111,097 

持分変動損益（△は益） △67,495 － 

固定資産除却損 979 25 

固定資産売却損益（△は益） － 2,827 

和解金 25,000 － 

見積遅延損害金戻入額 － △58,586 

売上債権の増減額（△は増加） 280,757 537,799 

預り金の増減額（△は減少） △52,325 △4,930 

たな卸資産の増減額（△は増加） △300,900 91,401 

前渡金の増減額（△は増加） 291,141 4,133 

前受金の増減額（△は減少） △497,106 73,637 

未収入金の増減額（△は増加） － 151,436 

未払金の増減額（△は減少） － △63,902 

仕入債務の増減額（△は減少） 11,692 △281,051 

その他の流動資産の増減額（△は増加） △2,797 △391,508 

その他の流動負債の増減額（△は減少） △91,956 △130,802 

その他 △127,615 △16,806 

小計 △658,021 △37,421 

利息及び配当金の受取額 287 62,818 

利息の支払額 △31,179 △101,007 

和解金の支払額 △25,000 △11,000 

法人税等の支払額 △58,772 △43,069 

法人税等の還付額 64,259 13,625 

営業活動によるキャッシュ・フロー △708,425 △116,054 
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    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 

 至 平成27年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 
 至 平成28年６月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △336,000 － 

定期預金の払戻による収入 400,000 － 

投資有価証券の取得による支出 △286,363 △149,850 

短期貸付けによる支出 △4 △5,000 

短期貸付金の回収による収入 206 31,117 

長期貸付金の回収による収入 － 6,470 

有形固定資産の取得による支出 △238,819 △122,318 

無形固定資産の取得による支出 △704,991 △5,629 

有形固定資産の売却による収入 － 41,578 

差入保証金の差入による支出 △156 △1,316 

差入保証金の回収による収入 37,628 116,960 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△594,599 － 

関係会社株式の売却による収入 － 359,195 

関係会社株式の取得による支出 － △45,121 

その他 3,945 44,794 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,719,154 270,880 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 100,000 300,000 

短期借入金の返済による支出 △50,000 △668,402 

長期借入れによる収入 883,000 229,000 

長期借入金の返済による支出 △445,722 △1,579,548 

社債の償還による支出 △108,000 － 

株式の発行による収入 － 63,094 

新株予約権付社債の発行による収入 1,157,481 － 

非支配株主への配当金の支払額 △108,946 △107,262 

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の売却に

よる収入 
－ 219,572 

非支配株主からの払込みによる収入 299,635 106,311 

その他 △5,337 52,809 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,722,110 △1,384,427 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,801 44,932 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △709,271 △1,184,668 

現金及び現金同等物の期首残高 4,717,276 3,486,676 

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,008,005 2,302,007 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

- 14 -

株式会社フィスコ(3807)　平成28年12月期第２四半期決算短信



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成27年１月１日 至平成27年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

 
情報 

サービス 
コンサル 
ティング 

インターネット
旅行 

デバイス 広告代理業 計 

売上高            

外部顧客への売上高 476,721 22,593 694,249 1,468,198 1,272,184 3,933,947 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
8,443 7,683 1,727 36,264 1,827 55,945 

計 485,164 30,276 695,977 1,504,462 1,274,011 3,989,893 

セグメント利益 

又はセグメント損失

（△） 

21,528 △30,208 1,732 △169,899 87,878 △88,969 

 

      （単位：千円） 

 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 

売上高        

外部顧客への売上高 339 3,934,286 － 3,934,286 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ 55,945 △55,945 － 

計 339 3,990,232 △55,945 3,934,286 

セグメント利益 

又はセグメント損失

（△） 

255 △88,713 △142,881 △231,595 

(注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント（教育事業関連）であります。

   ２． セグメント利益又は損失の調整額△142,881千円には、セグメント間取引消去△55,945千円及び各セグメン

トに帰属していない全社費用△86,935千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。

   ３． セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとののれんに関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 デバイス事業において、有形固定資産の減損損失2,086千円を計上しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）

 デバイス事業において、株式会社SJIの株式を新たに取得しため、のれんが発生しております。当該事象によるの

れんの増加額は5,011,887千円であります。

（重要な負ののれん発生益）

 該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成28年１月１日 至平成28年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

 
情報 

サービス 
コンサル 
ティング 

インターネット
旅行 

デバイス 広告代理業 計 

売上高            

外部顧客への売上高 558,105 18,889 660,331 4,805,646 157,064 6,200,037 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
8,450 2,971 852 33,724 180 46,179 

計 566,556 21,860 661,184 4,839,370 157,244 6,246,216 

セグメント利益 

又はセグメント損失

（△） 

81,134 △11,827 △6,619 △204,271 △24,343 △165,927 

 

      （単位：千円） 

 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 

売上高        

外部顧客への売上高 6,928 6,206,965 △1,266 6,205,699 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
3,367 49,546 △49,546 － 

計 10,295 6,256,512 △50,813 6,205,699 

セグメント利益 

又はセグメント損失

（△） 

△43,590 △209,517 △245,209 △454,727 

(注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント（ワイン事業及び教育事業関連）であり

ます。

   ２． セグメント利益又は損失の調整額△245,209千円には、セグメント間取引消去△42,734千円及び各セグメン

トに帰属していない全社費用△202,474千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

   ３． セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとののれんに関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

 デバイス事業において、のれんの減損が発生しております。当該事象によるのれんの減少額は442,653千円であり

ます。

（重要な負ののれん発生益）

 該当事項はありません。
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（重要な後発事象）

Ⅰ．連結子会社の転換社債型新株予約権付社債の発行

    当社の連結子会社である株式会社ネクスグループは、平成28年５月26日開催の取締役会において第三者割当によ

る第６回無担保転換社債型新株予約権付社債発行について、また、同年６月９日開催の同社取締役会において発

行内容の修正について決議し、平成28年６月13日に払込が完了しております。概要は次のとおりであります。 

     新規発行新株予約権付社債（第６回無担保転換社債型新株予約権付社債） 

銘柄 

株式会社ネクスグループ第６回無担保転換社債型新株予約権付社債（以下「本新株

予約権付社債」といい、その社債部分を「本社債」、その新株予約権部分を「本新

株予約権」という。） 

記名・無記名の別 
無記名式とし、本新株予約権付社債については、新株予約権付社債券を発行しな

い。 

券面総額又は振替社債

の総額（円） 
金 300,000,000円 

各社債の金額（円） 金 10,000,000円 

発行価額の総額（円） 金 300,000,000円 

発行価額（円） 
各社債の金額100円につき金100円 

本新株予約権と引換えに金銭の払込を要しない。 

利率（%） 年率0.7％ 

利払日 償還日 

利息支払の方法 

１.本社債の利息は、発行日の翌日から償還期日までこれをつけ、償還日に支払

う。 

２.１か年に満たない期間につき利息を計算するときは、１年を365日とする日割を

もってこれを計算する。 

３.利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その支払は前銀行営業日に

これを繰り上げる。 

４.償還期日後は利息をつけない。 

５.本新株予約権行使の効力が発生した本社債の利息については、本新株予約権行

使の効力発生日後はこれをつけない。 

６．利息の支払場所は、下記「申込取扱場所」とする。 

償還期限 平成29年６月12日 

償還の方法 

１．償還金額 

各本社債の額面100円につき金100円 

２．償還の方法及び期限 

(1) 本社債の元本は、平成29年６月12日にその総額を償還する。 

(2) 償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り上

げる。 

募集の方法 
第三者割当の方法により、株式会社シークエッジ・インベストメントに

300,000,000円（額面10,000,000円の本社債30個）を割り当てる。 

申込証拠金（円） 該当事項はありません。 

申込期間 平成28年６月13日 

申込取扱場所 
東京都港区南青山五丁目4番30号 

株式会社ネクスグループ管理本部 

払込期日 平成28年６月13日（月） 

振替機関 該当事項はありません。 

担保 
本新株予約権付社債には物上保証及び保証は付されておらず、また、本新株予約権

付社債のために特に留保されている資産はない。 

財務上の特約 

（担保提供制限） 
該当事項はありません。 

財務上の特約 

（その他の条項） 
該当事項はありません。 
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（注）１. 本新株予約権付社債については、会社法第254条第２項本文及び第３項本文の定めにより、本社債と

本新株予約権のうち一方のみを譲渡することはできない。 

      ２. 社債管理者の不設置 

    本新株予約権付社債は、会社法第702条但書の要件を充たすものであり、社債管理者は設置しない。 

 

（新株予約権付社債に関する事項） 

新株予約権の目的

となる株式の種類 

株式会社ネクスグループ普通株式 

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であ

る。なお、単元株式数は100株である。 

新株予約権の目的

となる株式の数 

本新株予約権の行使請求により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代えて当

社の有する当社普通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は処分を当社普通株式

の「交付」という。）する数は、行使請求に係る本社債の払込金額の総額を転換価額

（下記「新株予約権の行使時の払込金額」第２項において定義する。ただし、同第３

項によって調整された場合は調整後の転換価額とする。）で除して得られた数とす

る。この場合に、１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は

行わない。なお、単元未満株式が発生する場合には、会社法に定める単元未満株式の

買取請求権が行使されたものとして現金により清算する。 

新株予約権の行使

時の払込金額 

 

 

１．本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額 

  本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債の全部を出資す

るものとし、当該本社債の価額は、その払込金額と同額とする。 

２．転換価額 

  本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあたり用いら

れる当社普通株式１株当たりの価額（以下「転換価額」という。）は当初金643円

とする。 

 

 

 

 

３．転換価額の調整 

(1) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社

の普通株式数に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合には、次に定

める算式（以下「転換価額調整式」という。）をもって転換価額を調整する。 

   なお、次の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式総数（但

し、当社普通株式に係る自己株式数を除く）をいう。この場合、端数が生じたと

きは円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。 

 
調整後 

転換価額 

 

＝ 

 
調整前 

転換価額 

 

× 

 
既発行 

普通株式数 

 

＋ 

 

交付株式数 

 

× 

 

１株当たりの

払込価額  

     時価  

    既発行株式数+交付株式数  

(2)転換価額調整式により調整を行う場合 

①時価を下回る払込金額をもって当社の普通株式を交付する場合 

②当社の普通株式の株式分割等（当社の普通株式の株式分割又は当社の普通株式に対

する当社の普通株式の無償割当をいう）をする場合 

③時価を下回る価額をもって当社の普通株式を交付する定めがある取得請求権付株式

又は時価を下回る価額をもって当社の普通株式の交付を受けることができる新株予

約権を発行する場合 

④当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権の取得と引換えに時価を

下回る価額をもって当社の普通株式を交付する場合 

⑤株式の併合、合併、株式交換、又は会社分割のため転換価額の調整を必要とする場

合 

⑥本項に基づき転換価額が調整された場合において、本新株予約権の行使請求をした

新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社の普通株式を交付する。この

場合、１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て現金による調整は行わない。 
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株式数 

 

＝ 

（調整前転換価額-調整後転換価額）×調整前転換価額により当該

期間内に交付された株式数 

                          調整後転換価額 

 
新株予約権の行使

により株式を発行

する場合の株式の

発行価額の総額 

金 300,000,000円 

新株予約権の行使

により株式を発行

する場合の株式の

発行価額及び資本

組入額 

１．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価額 

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価額は、上記「新株予約

権の行使時の払込金額」欄記載の転換価額（転換価額が調整された場合は調整後の転

換価額）とする。 

２．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社

計算規則第17条の定めるところに従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた

金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合にはその端数を切上げるものとす

る。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じ

た額とする。 

新株予約権の行使

期間 

本新株予約権付社債の社債権者は、平成28年６月13日から平成29年６月12日（本新株

予約権付社債の払込み後）までの間、いつでも本新株予約権を行使し、当社の普通株

式の交付を受けることができる。 

新株予約権の行使

請求の受付場所、

取次場所及び払込

取扱場所 

１．新株予約権の行使請求の受付場所 

  東京都港区南青山五丁目4番30号 

    株式会社ネクスグループ管理本部 

２．新株予約権の行使請求の取次場所 

    該当事項はありません。 

３．新株予約権の行使請求の払込取扱場所 

   東京都新宿区四谷3丁目3番1号 

   株式会社みずほ銀行四谷支店（当座預金） 

新株予約権の行使

の条件 

１．本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可

能株式総数を超過することとなるときは、本新株予約権の行使を行うことはできな

い。 

２．本新株予約権の一部行使はできない。 

自己新株予約権の

取得の事由及び取

得の条件 

本新株予約権の割当日以降いつでも、当社は取締役会により本新株予約権を取得する

旨及び本新株予約権を取得する日（以下「取得日」という。）を決議することができ

るものとする。当社は、当該取締役会決議の後、取得の対象となる本新株予約権の新

株予約権者に対し、取得日の通知を当該取得日の 14日前までに行うことにより、取得

日の到来をもって、本新株予約権１個につき本新株予約権 1 個当たりの払込価額と同

額で、取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得することができるものと

する。 

新株予約権の譲渡

に関する事項 

本新株予約権付社債は、会社法第254条第2項本文及び第3項本文の定めにより、本新株

予約権又は本社債の一方のみを譲渡することはできない。 

代用払込みに関す

る事項 

本新株予約権の行使に際しては、当該各本新株予約権が付された本社債の全部を出資

するものとし、当該本社債の価額は、当該本社債の各社債の額面金額と同額とする。 

組織再編成行為に

伴う新株予約権の

交付に関する事項 

 

――
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   （注）１ 本社債に付された新株予約権の数 

 各本社債に付された新株予約権の数は、額面10,000,000円あたり1個とし、合計30個の新株予約権を発

行する。 

      ２ 本新株予約権の行使請求の方法及び効力の発生時期 

(1) 本新株予約権を行使しようとする本新株予約権者は、当社の定める行使請求書に、行使請求しようと

する本新株予約権の内容及び数を表示し、請求年月日等を記載してこれに記名捺印した上、行使期間中

に上記行使請求の受付場所に提出しなければならない。なお、上記行使請求の受付場所に対し行使に要

する書類を提出したものは、その後これを撤回することはできない。 

(2) 本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求に必要な書類の全部が別記「新株予約権の行使請求の受

付場所、取次場所及び払込取扱場所」記載の行使請求の受付場所に到着した日に発生する。 

(3) 本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる本社債は、上記「１ 新規発行新株予約権付社債

（第６回無担保転換社債型新株予約権付社債）」の償還期限の定めにかかわらず、本新株予約権の行使

の効力発生と同時に償還の期限が到来し、かつ消滅するものとする。 

    ３ 株式の交付方法 

       当社は、行使の効力発生後速やかに、社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号）及びそ

の他の関係法令に基づき、本社債権者が指定する口座管理機関の保有する振替口座簿の顧客口へ増加の記

録を行うことにより株式を交付する。 

（資金の使途） 

 新株予約権付社債発行による資金調達の具体的な使途については、以下のとおりであります。 

使途 金額 支出予定時期 

 ①事業運転資金（人件費） 50百万円  平成28年6月〜平成28年8月 

 ②事業運転資金（借入金返済資金） 210百万円  平成28年6月〜平成28年8月 

 ③農業ICT関連（開発費） 15百万円  平成28年6月〜平成28年12月 

 ④農業ICT関連（設備投資） 20百万円  平成28年10月～平成28年11月 

合 計 295百万円  

 

Ⅱ．重要な子会社の異動 

     当社及び当社の連結子会社である株式会社ネクスグループ（以下「ネクスグループ」といいます。）は、平成

28年６月30日開催の取締役会において、平成28年８月１日付で株式譲渡人である株式会社ヴィレッジヴァンガー

ドコーポレーションによる第三者割当増資を条件として株式会社チチカカ（以下「チチカカ」といいます。）の

株式を取得することを決議いたしました。平成28年８月１日付で同社の増資が実施され、ネクスグループがチチ

カカの株式90％を取得したことから、チチカカは連結子会社（特定子会社）となりました。

     １．株式取得の目的 

     ネクスグループは前述した通り様々な産業分野へのIoTの導入を目指しておりますが、その内のターゲットと

してファッション事業や飲食事業を検討しておりました。昨今ファッション業界にもIT化の動きが出ており、

デバイス機器を利用した店舗在庫の管理や、ＡＲ（仮想現実）を利用した試着サービス、販売データなどをビ

ックデータ化しＡＩと組み合わせる事でお客様の好みに合わせたアイテムをレコメンドするサービス、また衣

類そのものに導電性の高い繊維やセンサーを組み込んでウェアラブル端末の操作をしたり、生体データの送信

をしたりするなど、様々な展開が考えられます。ネクスグループは現在まで培ったデバイス機器の組み込み技

術とアプリケーションサービスを組み合わせる事で、新たなIoTサービスをチチカカと共同で開発していきま

す。

 また、チチカカにはB to Cとしての小売業のノウハウが有り、全国に運営店舗を有しております。現在のネ

クスグループでのサービスはインターネット旅行事業を除き、ほとんどがBtoBのビジネスになっております。

今後は、農業ICT事業の生産物の販売などのBtoCに加え、デバイス製品やアプリケーション等もコンシューマ

ー向け製品の開発および販売を手掛けていく予定です。その際に、チチカカでのノウハウと、全国にリアル店

舗をもつという事がネクスグループの今後の事業展開において非常に大きな強みとなると考えたことから株式

取得することにいたしました。 
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    ２．子会社の概要 

     (1) 商号    株式会社チチカカ 

     (2) 所在地   神奈川県横浜市港北区新横浜二丁目２番地３ 

     (3) 事業内容  エスニックファッション及びエスニック雑貨の輸入販売 

     (4) 代表者   代表取締役CEO 三河 宏彰 代表取締役社長 田中 義章 

     (5) 資本金   1,287百万円(平成28年８月１日現在） 

     (6) 設立年月日 平成17年７月１日 

    ３．株式取得日 

     平成28年８月１日 

    ４．取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

     (1) 取得する株式の数  1,791株 

     (2) 取得価額      1,791円 

     (3) 取得後の持分比率 （所有割合：間接90％） 
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